(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:苦情処理体制整備助成事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　事業者担当　　電話番号：058-272-1111（内2600）

　　　　　　　　　　　                          E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,745千円（前年度予算額：6,745千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　岐阜県国民健康保険団体連合会（以下、「国保連」という。）は、介護保険法第176条第1項第2号に基づき、介護サービス事業者等（以下、「事業者」という。）に係る苦情処理体制を整備している。
　国保連が行う、事業者に係る利用者等のからの苦情対応、指導・助言体制の整備について助成を行うことにより、迅速・的確に苦情に対応し、公平・中立な立場から苦情処理を行えるようにし、指定事業者等が提供する介護サービスの質の確保、及び質の向上を図ることを目的とする。
	２　所要経費


　補助金：6,745千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
１ 高齢者の介護や見守りの体制を整える
○高齢者の実態・ニーズを踏まえた介護サービスを提供する
	２　これまでの取組状況


【介護サービス苦情相談窓口の開設（通年）】

　　　　　　　　　　　　　　 ・介護保険法第１７６条第２項に基づき、利用者からの介護サービスにかかる苦情相　　　　　　　　 相談・苦情申立案件を受け付ける、事業者に対する苦情処理等業務に加え、報酬           の                 の適切な請求を支援する介護を支援する介護保険総合相談窓口を設置する。
【苦情対応意見交換会の開催（年３回）】
  ・調査員の質の向上と調査事務の円滑化が目的。
  ・苦情専門委員（２人）と各調査員との間で意見・情報交換。
  ・苦情申立事項の円滑な解決を図る。
【苦情対応専門委員会の設置（月４回）】
    ・国保連に寄せられた苦情相談・苦情申立案件について検討。
○苦情等相談件数

	年　　度
	H12
	H13
	H14
	H15
	H16
	H17
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22
	合計

	苦情・相談
	84
	104
	90
	77
	70
	94
	91
	68
	85
	38
	91
	892

	
	うち申立
	11
	7
	11
	7
	11
	11
	10
	9
	1
	5
	1
	84


	３　これまでの取組に対する評価


　国保連に寄せられる相談や苦情は、市町村等で解決不能な複雑な事案が多く、その解決には相当な期間を要する。
　行政機関で対応が困難な専門的事案について、弁護士・大学教授で構成する専門委員会により対応を図る等、適正に苦情処理に当たっている。
　また、利用者からの苦情に対応し、必要な助言や指定介護サービス事業者への指導を行うことにより、苦情を解決するとともに、事業者の介護サービスの適正な実施及びサービスの質の向上に寄与していると考える。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	6,745
	
	
	
	
	
	
	
	6,745

	要求額
	6,745
	
	
	
	
	
	
	
	6,745

	決定額
	6,745
	
	
	
	
	
	
	
	6,745


